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第１回 平成１９年８月２７日 １５：００～１７：００

将来の洪水の変化予測に関する研究紹介
外力の増加に対する治水対策の考え方
中間とりまとめ（骨子）に関する審議

第２回 平成１９年９月２７日 １０：００～１２：００

第３回 平成１９年１０月２３日 １５：００～１７：００

第４回 平成１９年１１月１５日 １０：００～１２：００

適応策の基本的方向に関する審議
・基本的な認識
・適応策の基本的な方向

具体的な適応策に関する審議
・想定外力の検討
・具体的な適応策

中間とりまとめ（案）に関する審議

平成１９年１１月２９日 中間とりまとめ公表

答申の公表

【小委員会の経緯】

１

平成１９年１２月３～４日 アジア・太平洋水サミット
１２月１～２日 アジア・太平洋水サミット

オープンイベント



関東地方 近畿地方

沿岸域と低平地に集積する人口・資産

我が国は、洪水時の河川水位より低い
約１０％の土地に
約５０％の人口と
約７５％の資産を抱えている。

（出典）国土地理院作成資料
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治水安全度の確保状況

諸外国と比較して低い整備水準

３
１回／ 5～10年（中小河川）

【当面の目標】

1回／10年 1回／100年 1回／1000年 1回／10000年
↑

1回／30年（大河川）

日本 （利根川）

フランス （セーヌ川）

アメリカ （ミシシッピー川）

イギリス （テムズ川）

オランダ （高潮計画）

日本 （中小河川・全国）

完成（1988年）

達成率89%（2002年）

完成（1983年）

完成（1985年）

達成率約60%（2006年）

達成率約50%（2006年）



・今後20年間に10年あたり約0.2℃の割合で気温が上昇することが予測されている。
・100年後では、地球の平均気温は1.8～4.0℃の気温上昇が予測される
・温室効果ガスが安定化したとしても、数世紀にわたって温暖化や海面水位上昇が続く

（出典）IPCC第４次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け要約（気象庁）
・実線は、各シナリオにおける複数モデルによる地球平均地上気温の昇温を示す
・陰影部は、個々のモデルの年平均値の標準偏差の範囲

100年後、地球の平均気温は1.8～4.0℃の上昇

A1.「 高成長型社会シナリオ」
A1FI：化石エネルギー源を重視
A1T ：非化石エネルギー源を重視
A1B ：各エネルギー源のバランスを重視

A2. 「多元化社会シナリオ」
B1. 「持続的発展型社会シナリオ」
B2. 「地域共存型地域シナリオ」

４．０℃上昇

１．８℃上昇

４



海面上昇による砂浜の消失

海浜縦断地形は、海面が上昇すると上昇後の
水位に対する平衡地形に向かって変化するた
め、水位上昇による静的な後退分以上に砂浜
は侵食され、汀線が後退すると考えられる。

砂浜の海浜縦断地形に対する応答

三村信男・幾世橋慎・井上馨子：「砂浜に対する海面上昇の影響評価」より国土交通省河川局作成

現状

海面上昇
により
砂浜後退

砂浜が
海面上昇
に応答
してさらに
後退

約100m

θ

θ

勾配が等しい

0

0

0

海面上昇！

1m

90.381.756.6侵食面積率

101.0465.430.55平均後退距離

10.650.3海面上昇（ｍ）

５

地球温暖化の日本への影響1996 (環境庁）



100年後の計画の治水安全度

100年後の計画の治水安全度
100年後の降水量の変化を予測すると、現在のおおむね1.1～1.3倍、最大でも1.5倍程度を見込むこ
とが妥当
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現在の治水安全度を100年後においても確保するとすれば、
非常に大きな治水安全度に相当

治水対策のみで対応することは極めて困難 ６
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100年後の降雨量の変化が治水安全度に及ぼす影響

100年後の降雨量の変化が治水安全度に及ぼす影響
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100年後の降雨量の変化によって、
現計画が目標としている治水安全度は著しく低下

浸水・氾濫の頻度が増える ７
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100年後の降水量の変化を予測すると、現在のおおむね1.1～1.3倍、最大でも1.5倍程度を見込むこ
とが妥当



洪水に対する治水政策の転換

気候変動による外力の増大への対応（洪水）

○計画規模を上回る洪水や改修途上段階での整備規模

を上回る洪水（超過洪水）への対応の中で明確に位置

づけ

○これまでの計画において目標としてきた流量に対し、

河川のみで安全を確保する治水政策から、これに加え

氾濫に対して流域における安全を確保することを含ん

だ治水政策へと転換
８



激化する土石流等への対応強化

気候変動による外力の増大への対応（土石流等）

○激化する土石流等への対応に加えて、洪水へ混入す

る土砂量の増加への対応、堆積する土砂の影響の軽

減等について検討

○流下する土砂の増加に対して、山地から海岸までの

一貫した総合的な土砂管理の取組みを強化

９



気候変動による外力の増大への対応（高潮）

１０

高潮への段階的な対応

○海面水位の上昇や台風の激化に対応するため、コンク

リート構造の多い高潮堤防等においては、施設更新な

どにあわせて、これらの増大する外力を見込んだ高潮

堤防等の嵩上げを行い、浸水頻度を減少させる



目標の明確化 －「犠牲者ゼロ」に向けて－

○気候変動により激化する水害や土砂災害、高潮災害

等からすべてを完全に防御することは難しいため、

気候変動への適応策としては「犠牲者ゼロ」に向けた

検討を進める

１１

○首都圏のように中枢機能が集積している地域では、

国家機能の麻痺を回避することなどへの重点的な対応

に努め、被害の最小化を目指すことが必要



適応策の基本的な内容

○流域全体で予想される新たな事態に対し、
流域においてどのように対応するか、関係機関、団体
等との役割分担を含め広く検討

１２

○増大する外力に対し、施設でどこまで対応するかを
明確化

○流域等において施設能力を越える外力（超過外力）の
規模に応じて守るレベルを決定

○それに応じて被害の最小化を図るための適応策を 策
定



今後５年程度の短期的な期間を第１段階として設定し、
続く期間を第２段階として設定

【第１段階】
○目標となる外力の規模や超過外力に応じた流域等
での安全確保の考え方について重点的に検討

○既存施策の中で適応策と関連する取組みを重点的
に実施

【第２段階】
○第１段階での取組みを再評価し、その結果に基づく
優先度に応じて対策を実施

○設定した治水政策や適応策は、河川整備基本方針、
河川整備計画等に反映

適応策の実施手順

１３



適応策の実施手順

【世界への貢献】

○アジア・太平洋地域においてグローバルモデルなど

による気候予測や国土・社会への影響予測や、

適応策の立案・実施の支援を行うことが重要

１４



今後の予定

○本中間とりまとめに対し、様々な形で意見聴取

○具体的な適応策の議論を進めると共に、渇水に

ついても議論を行い、答申としてとりまとめる予定

１５


